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東日本大震災以降、既設発電所の再稼働時期を見通すことができない状況が続い

ているため、原子力専業の電気事業者である当社の経営環境は依然として厳しい状況

にあります。さらに、本年４月から始まる卸電気事業の規制撤廃や電力小売り全面自

由化等、電力システム改革が進展していく中において、従来の卸電気事業者ビジネス

モデルから、新たなビジネスモデルを構築することが不可欠な状況にあります。 

このような状況を踏まえ、昨年策定した中期経営方針（経営改革プラン）の２年目

として、平成２８年度経営の基本計画を以下のとおりとします。 

 

Ⅰ．平成２８年度事業運営方針 

１．安全第一に徹底した事業運営 

安全第一は、当社の事業運営の礎であり、責務です。福島第一原子力発電所事故

の教訓をしっかりと学び、「原子力の自主的かつ継続的な安全性向上への取り組み」

及び「安全行動宣言」に基づき、一人ひとりが原子力のリスクを強く認識し、安

全性向上を進めていきます。 

（１）自主的かつ継続的な安全性向上への取組み 

－リスクマネジメントの強化（経営トップのガバナンス） 

－緊急時対応の強靭化 

－教育訓練の充実（パフォーマンスの改善） 

（２）火災や人身災害を含むトラブルの撲滅に向けた各層の責任を持った取組み 

 

２．経営改革の着実な実行 

電力システム改革等による外部環境の変化や外部からの要請に適切に対応し、現

下の厳しい経営状況を克服するため、原電グループ大で経営改革を着実に実行して

いきます。 

また、原子力発電のパイオニアとして、原子力の課題解決に先進的に取り組み、

既設発電所の運営に加え、原子力技術を核とする新規事業の具体化を図っていきま

す。 

（１）経営改革プランの着実な実行 

－既設発電所の新規制基準への早期適合 

－新規事業の具体化 

－事業別区分会計による収支・財務管理の徹底 

－新たな事業展開を見据えた組織形態並びに財務基盤の最適化の取組み 

（２）経営効率化の推進 

－経費及び業務全般の効率化の継続 

－原電グループ全体での人財の有効活用 

（３）今後の事業展開も含めた人材育成方策の更なる充実 

（４）経営改革を推し進める意識改革 

（５）各層における社内コミュニケーションの強化 
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Ⅱ．平成２８年度個別事業運営 

事業展開の具体化に向けた主な取組み 

（１）既設発電所の的確な運営 

－新規制基準への適切な対応（東海第二発電所の安全審査対応、敷地内破砕帯

への対応をはじめとする敦賀発電所２号機の安全審査対応） 

－地元を重視した事業運営 

（２）敦賀発電所３,４号機増設計画の推進 

－建設計画の具体化に向けた取組み 

（３）福島第一原子力発電所への支援 

－原電グループの事業活動で蓄積した知見を最大限に活用した福島第一原子

力発電所廃止措置業務等への支援と事業化の推進 

－福島復興支援への取組み 

（４）廃止措置の合理的かつ着実な実施と事業の拡大 

－東海発電所の廃止措置工事の着実な実施 

－敦賀発電所１号機の廃止措置着手と廃止措置工事の着実な実施 

－廃止措置の着実な事業化 

（５）海外における事業の推進 

－原子力発電導入検討国に対する技術支援及び人材育成協力の継続 

－海外事業の拡大の検討 

（６）原子力緊急事態支援組織の適切な運用 

（７）組織形態の最適化 

（８）原子燃料サイクルの推進 

－FBR開発に対する協力 

－使用済燃料中間貯蔵事業の推進 

（９）研修施設や知見を有効活用した原子力人材育成事業の推進 
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Ⅱ.-（１）既設発電所の的確な運営 

東海第二発電所及び敦賀発電所２号機の新規制基準への適合に係る安全審査に 

真摯に対応していきます。 

敦賀発電所敷地内破砕帯については、新たなデータ等も含めて新規制基準への適合

性確認審査の中で、当社のこれまでの評価の妥当性についてご理解していただけるよ

う説明を十分に尽くしていきます。 

 

[運転計画の概要]                            

東北地方太平洋沖地震の影響により運転再開の目処が立たないため、平成２８年度

以降の運転計画は未定とし、計画変更の内容が確定次第、計画変更を行っていきます。 

（単位：百万ｋＷｈ） 

名称 型式 
出力 発電電力量 

（万ｋＷ） 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

東海第二発電所 沸騰水型 １１０．０ ０ ０ ０ 

敦賀発電所２号機 加圧水型 １１６．０ ０ ０ ０ 

平成２８年度以降の運転計画が未定であるため、「０」と記載。 

 

 東海第二発電所 

平成２６年５月に新規制基準への適合性確認審査の申請に関し、原子炉設置

変更許可申請書等を提出。現在、審査中。 

 

 敦賀発電所２号機 

平成２７年１１月に新規制基準への適合性確認審査の申請に関し、原子炉設

置変更許可申請書等を提出。現在、審査中。 
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Ⅱ.-（２）敦賀発電所３,４号機増設計画の推進 

 「長期エネルギー需給見通し」における原子力発電比率２０～２２％を２０３０ 

（平成４２）年度以降も維持するには、新増設、リプレースが必要であり、本計画  

の早期具体化に向けて取り組んでいきます。 

１）増設計画の概要 

 ３,４号機（改良型ＰＷＲ） 

電気出力 １５３.８万ｋＷ×２基 

原子炉熱出力 ４４６.６万ｋＷ×２基 

燃料集合体 ２５７体×２基 

改良型ＰＷＲ…ＰＷＲの運転経験や最新技術を取り入れ、 
一層の改良を加えた原子炉。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）工事工程概略 

平成２８年度以降の工程については、今後の国におけるエネルギー政策、安全

規制に係る状況等を踏まえ、見通しが立った時点で明らかにしていきます。 

 

原子炉背後斜面の状況 

建設予定地の状況  （平成 28 年 1 月 26 日撮影） 

 
予定地全景 
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Ⅱ.-（３）福島第一原子力発電所への支援 

我が国が原子力発電を今後も利用していくためには、福島第一原子力発電所の安定

化が重要であり、原電グループの人と技術による貢献への期待が大きいことから、長

年にわたる原子力発電事業から得られた知見等を十二分に活用することで、東京電力

株式会社と連携しつつ、福島第一原子力発電所の廃止措置業務等に積極的に参画して

いきます。 

 

原電グループとして、出向・派遣、受託等により、約１３０名規模で支援していま

す。また、本年３月に福島事業所を設置しました。今後も東京電力株式会社のニーズ

を踏まえつつ、更なる事業化を検討していきます。 

なお、支援に当たっては、当社の既設発電所の運営に影響が出ない範囲とするとと

もに、福島復興支援事業の固有のリスクが当社の事業運営に与える影響に留意し、適

切なリスク遮断の措置を講じていきます。 
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Ⅱ.-（４）廃止措置の合理的かつ着実な実施と事業の拡大 

１）東海発電所 

平成１３年１２月から廃止措置工事を開始し、原子炉領域以外の撤去のうちタ

ービン他周辺機器撤去工事、燃料取替機撤去工事、熱交換器周辺機器撤去工事を

実施しました。平成２２年度には熱交換器本体の撤去工事に着手し、２号熱交換

器本体の撤去工事が平成２５年９月に完了しました。 

平成２８年度は、昨年１０月から開始した１号熱交換器本体の撤去工事を行い

ます。なお、原子炉領域は、安全貯蔵を行っていきます。 

また、昨年７月に低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルの極めて低いも

の（Ｌ３）の埋設施設の設置に関し、第二種廃棄物埋設事業許可申請書を提出し

ました。引き続き審査に真摯に対応していきます。 

 

 

                     ジャッキ装置アンカ取付け状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       エアキャスタ点検作業 

 

 

 

 

 

       

      １号熱交換器撤去範囲 

 

２）敦賀発電所１号機 

平成２８年２月に廃止措置計画認可申請書を提出しました。引き続き廃止措置

着手に向けた準備を進めていきます。 

３）廃止措置事業 

東海の廃止措置工事及び敦賀発電所１号機の廃止措置準備において培ってき

た経験を活かし、他社プラントの廃止措置に向けた技術支援等を実施していきま

す。 

また、海外における廃止措置ノウハウの活用について検討していきます。 

 

 熱交換器本体撤去状況  
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Ⅱ.-（５）海外における事業の推進 

１）国際協力 

当社は、これまで原子力発電の導入を検討している海外諸国に対する技術支援

や人材育成協力に取り組んできています。 

ベトナムにおいては、ベトナム電力公社との契約に基づき、ニントゥアン省第

２サイトにおける原子力発電導入可能性調査（ＦＳ）を実施しており、今後ベト

ナム国内におけるＦＳ承認手続きに協力していきます。 

さらに、カザフスタンにおいては、昨年１０月にカザフスタンの原子力事業者

であるカズアトムプロム社との間で、原子力分野における協力の覚書を締結して

おり、これに基づき技術協力を行っていきます。 

このほか、トルコやタイ等においても、継続して原子力発電導入に関する技術

支援を行っていきます。 

 

２）海外プロジェクト 

海外事業の拡大を目指して、許認可・建設段階にあるプロジェクトの発電事業

者に対して、許認可助勢や建設工事監理等を受託することを検討していきます。 

また、米国発電事業者と海外プロジェクトの運転・保守に共同で参画すること

も視野に検討を進めていきます。 

 

 

Ⅱ.-（６）原子力緊急事態支援組織の適切な運用 

 昨年９月に電気事業連合会が策定した「原子力緊急事態支援組織基本計画」に基づ

き、最終段階となる支援組織を本年３月に設立しました。 

活動拠点となる福井県美浜町内の施設については、建設を完了したものから順次運

用を開始し、本年１２月より本格運用を開始する予定です。 

 

ヘリポート 

資機材保管庫・車庫棟 

屋外訓練フィールド 

事務所棟 予備屋外訓練フィールド 

完 成 予 想 図 
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Ⅱ.-（７）組織形態の最適化 

地元重視の事業運営体制を構築するため、平成２８年６月末を目途に社内カンパニ

ー制（事業本部制）を導入することとし、具体的な準備を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上 

社 長 

東 海 発 電 所 

東 海 第 二 発 電 所 

地 域 共 生 部 

敦 賀 事 業 本 部 

敦 賀 建 設 準 備 事 務 所 

敦 賀 発 電 所 

原子力緊急事態支援ｾﾝ ﾀ ｰ 

東 海 総 合 研 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

敦 賀 総 合 研 修 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

東 海 事 業 本 部 

安 全 室 

地 域 共 生 ・ 広 報 室 

経 営 企 画 室 

総 務 室 

経 理 ・ 資 材 室 

発 電 管 理 室 

廃止措置ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ ﾄ推進室 

開 発 計 画 室 

国 際 事 業 推 進 室 

福 島 支 援 ﾁ ｰ ﾑ 

高速炉技術評価ﾁ ｰ ﾑ 

ﾍ ﾞ ﾄ ﾅ ﾑ 連 絡 事 務 所 

考 査 ・ 品 質 監 査 室 

立 地 ･ 地 域 共 生 部 

福 島 事 業 所 
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